
平成２７年度第４回 岡山市総合教育会議

日 時：平成２７年９月３日（木） 

     午後１時～              

                           場 所：市庁舎 第３会議室

                         会   議   次   第 

１ 開  会 

２ 協議事項 

(1) 関係者からの意見聴取について 

岡山市中学校長会会長 小野 恭弘 氏 

岡山市小学校長会会長 平坂 正夫 氏 

岡山市教育委員会指導課教育支援室長 服部 道明 氏 

(2) その他 

３ 閉  会 
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3教職員の負担感についての整理

平成27年７月に文部科学省から「学校現場における業務改善のためのガイド
ライン」が公表されました。その中で紹介されている，平成26年度に文部科学
省が実施した「教職員の業務実態調査」について，次ページよりまとめていま
す。

なお。負担感については，各業務において副校長・教頭，教諭が，「主担当と
して従事している」あるいは「一部従事している」と回答した割合が５０％を超
える業務を対象としてまとめています。

業務内容 従事率 負担感率

A 国や教育委員会からの調査やアンケートへの対応 63.6% 87.6%

B 教材研究、教材作成、授業（実験・学習）の準備 99.3% 21.0%

C 新たな教員免許状を取得するための免許法認定講習の受講 16.7% 66.0%

D 学校経営方針の策定、運営施策の企画 21.8% 29.1%

【小学校教諭の例】

Ａ：従事している割合が高く，負担に感じる割合も高い
Ｂ：従事している割合は高いが，負担に感じる割合は低い
Ｃ：従事している割合は低いが，負担に感じる割合は高い
Ｄ：従事している割合が低く，負担に感じる割合も低い

従事している割合の低い業務は，
今回の分析の対象外とする



4副校長・教頭の負担感の低い業務

管理職の中心的業務である学校経営方針，教育目標の策定業務の負担感は低い。

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）

【小学校中学校に共通する負担感の低い業務】

0% 10% 20% 30% 40%

学校経営方針の策定、

運営施策の企画

学校教育目標の策定、

教育課程の編成

学校行事の年間計画の策定、

各種行事の企画

清掃指導、教室等の環境整備

校務分掌の作成、各種委員会の

企画運営

時間割の作成、教室等使用割当て

の作成、授業時数の管理

朝の打合せ、学年会議、職員会議、

各種委員会等の会議の実施

給食の衛生管理に関する業務

（検食の実施、給食事故への対応）

学校行事の事前準備、当日の運営、

後片付け

生徒指導、進路・就職指導等に

関する関係機関との連携

小学校

中学校



5教諭の負担感の低い業務

教材研究，授業準備，朝や放課後学習の指導の負担感は低い。

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）

【小学校中学校に共通する負担感の低い業務】

0% 10% 20% 30% 40%

教材研究、教材作成、

授業（実験・学習）の準備

清掃指導、教室等の

環境整備

朝学習、朝読書の指導、

放課後学習の指導

副教材の採択

（選定作業、採択委員会）

危機管理（不審者、

学校侵入への対応）

学校行事の事前準備、

当日の運営、後片付け

学校行事の年間計画の

策定、各種行事の企画

児童・生徒、保護者との

教育相談

学年・学級通信の作成、

掲示物等の作成・掲示

特別な支援が必要となる

児童生徒への対応

小学校

中学校



6副校長・教頭の負担感の高い業務

調査やアンケート対応の他，お金に関わる業務，文書の整理・作成の負担感が高い。

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）

【小学校中学校に共通する負担感の高い業務】

40% 50% 60% 70% 80% 90%

国や教育委員会からの調査や

アンケートへの対応

給食費の集金、支払、未納者

への対応

学校徴収金に関する業務

（未納者への対応）

保護者・地域からの要望・

苦情等への対応

文書の整理・保存、廃棄

文書の収受・発出、文書

処理簿等の作成

研修会や教育研究の事前

レポートや報告書の作成

備品・施設の点検・整備、修繕

児童・生徒、保護者アンケート

の実施・集計

PTA活動に関する業務（活動
への参加、会計・事務処理）

小学校

中学校



7教諭の負担感の高い業務

調査やアンケート対応の他，研修報告書，保護者対応の負担感が高い。

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）

【小学校中学校に共通する負担感の高い業務】

40% 50% 60% 70% 80% 90%

国や教育委員会からの調査や

アンケートへの対応

研修会や教育研究の事前

レポートや報告書の作成

保護者・地域からの要望・

苦情等への対応

児童・生徒、保護者アンケート

の実施・集計

成績一覧表・通知表の作成、

指導要録の作成

PTA活動に関する業務（活動
への参加、会計・事務処理）

月末の統計処理や教育委員会

への報告文書の作成(※１）

備品・施設の点検・整備、修繕

児童・生徒の問題行動への対応

（※２）

週案・指導案の作成

小学校

中学校

※１：いじめ・不登校・月例報告等
※２：時間外での家庭訪問、指導を含む



8【参考】学校給食費の徴収状況

金融機関からの引き落としが７割を超える一方，現金でのやりとりも１割。

72.4%

5.0%

8.1%

1.4% 6.7%
5.8% 0.7%

保護者の金融機関の口座から引き落としている

指定した金融機関へ振り込んでいる

児童生徒が直接、学級担任に手渡している

児童生徒が直接、学校事務職員に手渡している

複数徴収方法の併用

ＰＴＡ等と連携し徴収をしている

その他

【学校給食費の徴収方法】

「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について」
（平成２６年 文部科学省）



9【参考】学校給食費の徴収状況

家庭訪問による督促が約７割。児童手当からの徴収も３割。

【学校給食費の未納に対する対応】

97.0%
67.2%

31.7%

36.5%

62.7%

8.1%

1.1%

29.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電話や文書による保護者

への説明、督促

家庭訪問による保護者へ

の説明、督促

集金袋による現金徴収な

ど徴収方法の変更・工夫

ＰＴＡの会合の場などを通

じた保護者への呼びかけ

就学援助制度等の活用を

推奨

未納問題対応マニュアル

を作成

未納の保護者に対する法

的措置の実施

その他

【児童手当からの徴収】

30.9
%

69.1
%

実施している

実施していない

「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について」
（平成２６年 文部科学省）



10【参考】学校給食費の徴収状況

保護者への対応は校長，教頭が最も多い。学校事務職員が行う学校も４割。

【給食費未納保護者への対応者】

57.6%

50.6%

10.0%

3.7%

41.0%

25.5%

17.7%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

校長、教頭

学級担任

給食主任等の教諭

栄養教諭・学校栄養職員

学校事務職員

学校給食センター事務職員

教育委員会等職員

その他

「学校給食費の徴収状況に関する調査の結果について」
（平成２６年 文部科学省）



11部活動の負担感

中学校の部活動への従事率は高いが，負担感が極端に高いとは言えない。

業務
小学校 中学校

従事率 負担感率 従事率 負担感率

部活動の活動計画の作成 21.4% 36.4% 78.0% 39.0%

部活動の技術的な指導、各種大会（運動
部・文化部）への引率等

28.3% 43.9% 91.3% 48.5%

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）



12運動部活動の指導者の実態

指導者の約４６％が，体育以外の教科の担当で，競技経験なし。

「学校運動部活動指導者の実態に関する調査報告書」
（平成２６年 公益財団法人日本体育協会）



13運動部活動の指導者の実態

校務の多忙，専門的指導力に問題，課題を感じる。

「学校運動部活動指導者の実態に関する調査報告書」
（平成２６年 公益財団法人日本体育協会）



14【参考】「運動部活動での指導のガイドライン」（平成25年５月 文部科学省）



15【参考】「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」

「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」
（チームとしての学校・教職員の在り方に関する作業部会中間まとめ）

（平成２７年 文部科学省）



16教職員の在校時間

中学校教諭の在校時間が長くなっているのは，部活動業務の有無による違いと考えら
れる。

11.0 

12.8 

11.6 

9.9 

11.3 

12.9 

12.1 

9.9 

9.0 10.0 11.0 12.0 13.0

校長

副校長・教頭

教諭

事務職員 小学校

中学校

【平日１日あたりの平均在校時間（概算値）】

平成26年度文部科学省委託事業
「学校と教職員の業務実態の把握に関する調査研究」
（平成２７年 全国公立小中学校事務職員研究官）

報告書Ｐ．３０より

今回の調査時期については，期末テストの採点，学期末の成績処理
の時期と重なったこともあり，勤務時間が長くなっていることも考えら
れる。 （～中略～） いずれにしても，今回の調査結果は概算値であ
り，職種ごとの相対的な比較としてみることはできても，その職種にお
ける絶対的な時間として比較はできないということもあり，平均在勤時
間という時間，数字のみが一人歩きしないような配慮が必要である。

（単位：時間）



17副校長・教頭，教諭の持ち帰り仕事

小中学校ともに，教諭の持ち帰り仕事の中心は，教材研究などの授業準備。

【持ち帰り仕事の内容】

平成26年度文部科学省委託事業「学校と教職員の業務実態の把握に関する調査研究」
（平成２７年 全国公立小中学校事務職員研究官）

小学校
副校長
・教頭

教諭

教材研究・教材作成、指導
案作成などの「授業準備」 4.0% 63.5%

試験問題作成・採点、提出
物の確認・コメント記入など
の「成績処理」

2.8% 37.6%

学年・学級通信の作成、名
簿・掲示物の作成など「学
年・学級事務」

2.4% 29.9%

報告書や調査統計、学校徴
収金等の文書の作成など
「事務・報告書の作成」

44.9% 9.2%

その他 8.5% 4.4%

中学校
副校長
・教頭

教諭

教材研究・教材作成、指導
案作成などの「授業準備」 8.5% 50.5%

試験問題作成・採点、提出
物の確認・コメント記入など
の「成績処理」

6.0% 41.4%

学年・学級通信の作成、名
簿・掲示物の作成など「学
年・学級事務」

1.0% 19.1%

報告書や調査統計、学校徴
収金等の文書の作成など
「事務・報告書の作成」

32.0% 6.5%

その他 9.5% 5.1%

【持ち帰り仕事時間】

小学校
副校長・教頭 教諭

１時間５２分 １時間３６分
中学校

副校長・教頭 教諭

１時間３２分 １時間４４分



18負担に感じる業務のまとめ

副校長・教頭，教諭で共通して負担を感じる業務は「調査やアンケートへの対応」，「保
護者地域からの要望・苦情対応」。

調査やアンケート
への対応

保護者・地域から
の要望・
苦情対応

給食費や学校徴
収金未納者
への対応

文書管理

研修会等のレ
ポートや報告書
の作成

成績一覧表・通
知表，指導要録
の作成

副校長・教頭 教諭

■学校全体で連携・協働し
た未納者への対応

■事務職員の職務の範囲と
役割の見直し

■研修会の在り方の見直し
と参加報告書の軽減

■校務支援システムの活用
の徹底

■調査の精選や継続的に行
われる調査回答のデータ化

■教育委員会，有識者を活
用した組織的な対応



19業務改善の基本的な考え方と改善の方向性

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）



20業務改善の基本的な考え方と改善の方向性

「学校現場における業務改善のためのガイドライン」
（平成２７年 文部科学省）



21

・教材，教具の準備や一人一人の支援が
困難な美術，音楽，技術，実験等の準備
に時間を要する理科，学力差が生じやす
い数学，英語において，学生ボランティア
による授業支援を実施。

・教育委員会と学校，教育委員会と静岡
大学とで打合せを行い，効果的な運用の
在り方，ボランティ募集，登録の手続き等
を検討。

業務改善の実践事例 ～静岡県藤枝市～

学生ボランティアによる授業サポート。

取組の概要

【静岡大学教育学部学生ボランティア】
・毎年延べ200名以上が主体的に活動に参加

・藤枝市以外にも，静岡市，沼津市，掛川市等
でもボランティアの募集が行われている
・部活動のボランティアとしても活躍

・学生は一定の要件を満たすと，教職に準ずる
科目「教職体験入門」の単位申請が可能

■理科の例

３人のボランティアがそれぞれ週１回程度
来校し，主に授業における個別支援を
行っている。特に，理科は実験や観察等
の学習が多いため，グループへのきめ細
かな支援ができている。

具体的な活動

■教科担任の声

・生徒がより安全かつ正確に実験に取り
組めるようになった（理科）

・教員が個別指導を行っているときに別の
生徒の支援をしてくれたので助かった
（美術）
■生徒の感想
・大学生だと気軽に質問できる
・優しく教えてくれる

取組の成果



22

・平成24年度より，小中一貫教育の実施
と併せ，社会総ぐるみの人づくりを推進
するため，25中学校区を単位とした｢地
域学校園」を設置。

・地域学校園内の学校間連携，相互支援
を図り，学校事務の効率化，平準化によ
る事務機能強化のため，地域学校園単
位に共同事務組織「地域学校園事務室」
を設置。

業務改善の実践事例 ～栃木県宇都宮市～

事務の共同実施などによる事務の効率化・平準化。

取組の概要

【地域学校園事務室の構成】
・地域学校園事務室は，地域学校園を構成す
る小中学校の事務職員により構成

・事務職員は，所属する学校を本務校としつ
つ，共同実施を円滑に行うため，地域学校園
内の全学校を兼務

・地域学校園事務室を総括するリーダーとして
「地域学校園事務室長」を設置

■事務部門の情報共有，事務処理方法
の統一
■予算の執行管理，財務情報の共有

■事務職員の連携による教員が行う事務
の効率化
・学籍に関する事務
事務職員が学校事務システムを操作し，児
童生徒の学籍情報を地域学校園内で一元
管理

・就学援助に関する事務
事務職員が就学援助事務を担当し，市教委
等との連絡，徴収金と就学援助費との清算
を円滑に実施

■園内物品の有効活用，地元業者の情
報共有，教育活動への協力 等

共同実施内容

教員が行う事務の効率化
備品や消耗品の共同購入や有効活用



23業務改善の実践事例 ～愛知県小牧市（光ヶ丘中学校）～

校務支援ソフトの導入と活用による校務の情報化と効率化。

・情報教育の充実，校務の効率化を目指
し，2004年に市内の全小中学校に校務
支援ソフトを導入。

・校務支援ソフトにより，教職員間の情報
共有や児童生徒の出欠状況の管理，各
種日誌の電子化を行う。あわせて，ホー
ムページを利用した保護者との情報共有
や地域への情報公開を行う。

取組の概要

■光ヶ丘中学校の例
〈目的〉
・学校事務のムダの削減と効率化

・生徒情報の共有によるきめ細かな指導
の実現
・保護者へのきめ細かな情報提供
〈取組例〉

・電子掲示板機能を活用し，様々な情報
を共有。連絡事項や打合せ内容の事前
の告知，文書データの掲示板へのアップ
ロード。

・生徒の出欠，保健，指導内容等を掲示
板に掲載し，教職員が共有。生徒の頑
張った点や努力している点を全教員が評
価し，入力。

・入力された情報は，月末の統計や通知
表，指導要録など，各種帳簿へ２次的に
利用。

具体的な取組

〈情報化の成果〉
・情報の一元管理と共有
・教員の負担軽減
・ホームページのデイリーの更新
・生徒，保護者の願いの両立
・打合せ時間の短縮
・通知表の充実
・全教職員で育成する環境
・情報の２次３次利用
・職員間の学び合いの実現
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８月26日 午前11時00分時点のアクセス数

ホームページを用いた保護者や地域への情報発信。



25【参考】校務支援システム整備状況

【整備率の低い都道府県（小学校）】

岡山県の校務支援システム整備状況は中学校は４０番目。

【整備率の低い都道府県（中学校）】

「平成26年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果【速報値】 」
（平成２７年 文部科学省）

順位 都道府県 整備率

３７ 岡山県 66.6%

３８ 奈良県 65.5%

３９ 鳥取県 65.2%

４０ 鹿児島県 64.7%

４１ 岩手県 62.5%

４２ 青森県 61.2%

４３ 和歌山県 58.5%

４４ 宮崎県 55.8%

４５ 福島県 55.1%

４６ 北海道 51.7%

４７ 高知県 42.6%

順位 都道府県 整備率

３７ 鹿児島県 65.8%

３８ 岩手県 65.3%

３９ 青森県 65.0%

４０ 岡山県 64.8%

４１ 鳥取県 62.3%

４２ 和歌山県 60.8%

４３ 奈良県 58.7%

４４ 宮崎県 58.5%

４５ 北海道 56.2%

４６ 福島県 48.7%

４７ 高知県 46.3%


